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◇和歌山県税条例の一部を改正する条例 

１ 条例概要 

 地方税法の一部改正に伴い、県民税について所要の改正を行いました。その主な内容は、次のと

おりです。 

(1) 個人の県民税の住宅借入金等特別税額控除の適用期限を居住年が平成２９年であるものまで４

年間延長し、その控除限度額を引き上げることとしました。（附則第６項の３、附則第６項の

６、附則第６項の８の２、附則第２８項、附則第２８項の２及び附則第２８項の３関係） 

(2) 都道府県又は市町村に対する寄附に係る個人の県民税の寄附金税額控除額の算定において復興

特別所得税を反映させる措置を講じました。（附則第６項の１０の２関係） 

(3) 東日本大震災に係る被災居住用財産の敷地の譲渡時における個人の県民税の特例措置を講じま

した。（附則第２５項、附則第２５項の２及び附則第２６項関係） 

(4) 法人に係る利子割を廃止しました。（第１８条関係） 

(5) 個人の県民税について金融商品に係る損益通算範囲を拡大するとともに、公社債等に対する課

税方式の変更等を行いました。（附則第１１項の５、附則第１１項の６、附則第１４項、附則第

１４項の２、附則第１４項の２の３、附則第１４項の２の４、附則第１４項の２の７、附則第１

４項の２の９、附則第１４項の２の１０、附則第１４項の２の１７、附則第１４項の２の１８、

附則第１４項の２の２０及び附則第１４項の２の２２関係） 

２ 施行期日 

 公布の日から施行します。ただし、次の改正は、それぞれに定める日から施行します。 

(1) １の（２）及び（３）の改正 平成２６年１月１日 

(2) １の（１）の改正 平成２７年１月１日 

(3) １の（４）の改正 平成２８年１月１日 

(4) １の（５）の改正 平成２９年１月１日 

◇和歌山県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例 

１ 条例概要 

(1) 動物の愛護及び管理に関する法律に基づく知事の権限に属する事務の一部を和歌山市が処理す

ることとしました。（第２条関係） 

(2) 風致地区内における建築等の規制に係る条例の制定に関する基準を定める政令の一部改正に伴
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い、所要の改正を行いました。（第２条関係） 

２ 施行期日 

 平成２５年９月１日から施行します。ただし、１の（２）の改正は、公布の日から施行します。

◇和歌山県動物の愛護及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

１ 条例概要 

 動物の愛護及び管理に関する法律の一部改正に伴う規定の整備等を行いました。（第２条、第１

３条、第１５条、第１６条、第１７条及び第１９条関係） 

２ 施行期日 

 平成２５年９月１日から施行します。ただし、第２条の改正規定、第１３条の改正規定の一部、

第１５条の改正規定の一部、第１６条の改正規定の一部、第１７条の改正規定の一部及び第１９条

の改正規定は、公布の日から施行します。 

◇附属機関の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

１ 条例概要 

 知事の附属機関として和歌山県子ども・子育て会議を設置しました。（第２条関係） 

２ 施行期日 

 公布の日から施行します。 

◇和歌山県道路占用料徴収条例の一部を改正する条例 

１ 条例概要 

 道路法施行令の一部改正に伴い、占用料を徴収する占用物件に新たに太陽光発電設備及び風力発

電設備並びに津波からの一時的な避難場所としての機能を有する堅固な施設を加えるとともに、規

定の整備を行いました。（別表関係） 

２ 施行期日 

 公布の日から施行します。 

和歌山県税条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平 成 2 5 年 7 月 5 日

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸

和歌山県条例第 3 7 号

和歌山県税条例の一部を改正する条例

第 1 条 和歌山県税条例（昭和25年和歌山県条例第37号）の一部を次のように改正する。

附則第 5 項の 5 中「第 9 項」を「第10項」に改める。

附則第 6 項の 2 第 3 号を次のように改める。

当該納税義務者の法第3 1 4条の 3 、法第3 1 4条の 6 から法第3 1 4条の 8 まで、法附則第 5 条第 3(３)

項、法附則第 5 条の 4 第 6 項、法附則第 5条の 4 の 2 第 6 項及び法附則第 5 条の 5 第 2 項の規定を

適用して計算した場合の所得割の額

附則第 6 項の 3 中「及び附則第 6項の 6 」を「、附則第 6 項の 6 、附則第 6 項の 8 の 2 、附則第28項

の 2 及び附則第28項の 3」に改め、同項第 1 号中「第41条第 2 項」の次に「から第 4項まで」を加え、
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同項第 2 号ウ中「第10条の 5 」を「第10条の 5 の 4 」に、「第10条の 3 の 2」を「第10条の 3 の 3 」に

改め、同項第 3 号中「第41条の19の 5 」を「第41条の19の 4 」に改める。

附則第 6 項の 6 中「平成35年度」を「平成39年度」に、「平成25年」を「平成29年」に改め、同項第

1号中「第41条第 2 項」の次に「から第 5 項まで」を加え、「第 5 項」を「第10項から第12項まで」に

改め、同項第 2号中「第41条の19の 5 」を「第41条の19の 4 」に改める。

附則第 6 項の 8 の次に次の 1 項を加える。

6 の 8 の 2 県民税の所得割の納税義務者が、居住年が平成26年から平成29年までであって、かつ、租

税特別措置法第41条第 3 項第 2 号に規定する特定取得に該当する同条第 1項に規定する住宅の取得等

に係る同項に規定する住宅借入金等の金額を有するときは、附則第 6項の 6 の規定の適用については、

同項中「1 0 0分の 2 」とあるのは「1 0 0分の2 . 8」と、「 3 万9,000円」とあるのは「 5 万4,600円」

とする。

附則第 6 項の 9 の次に次の 3 項を加える。

（寄附金税額控除における特例控除額の特例）

6 の10 第24条の 2 の規定の適用を受ける県民税の所得割の納税義務者が、同条第 2項第 2 号若しくは

第 3 号に掲げる場合に該当する場合又は第23条第 2項に規定する課税総所得金額、課税退職所得金額

及び課税山林所得金額を有しない場合であって、当該納税義務者の前年中の所得について、附則第11

項の 5 、附則第12項、附則第13項、附則第13項の 7、附則第14項又は法附則第35条の 4 第 1 項の規定

の適用を受けるときは、第24条の 2 第 2項に規定する特例控除額は、同項第 2 号及び第 3 号の規定に

かかわらず、当該納税義務者が前年中に支出した同条第 1項第 1 号に掲げる寄附金の額の合計額のう

ち2,000円を超える金額に、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める割合（当該各号

に掲げる場合の 2 以上に該当するときは、当該各号に定める割合のうち最も低い割合）を乗じて得た

金額の 5 分の 2 に相当する金額（当該金額が当該納税義務者の第23条及び第24条の規定を適用した場

合の所得割の額の1 0 0分の10に相当する金額を超えるときは、当該1 0 0分の10に相当する金額）とす

る。

第23条第 2 項に規定する課税山林所得金額を有する場合 当該課税山林所得金額の 5分の 1 に相(１)

当する金額について、第24条の 2第 2 項第 1 号の表の左欄に掲げる金額の区分に応じ、それぞれ同

表の右欄に掲げる割合

第23条第 2 項に規定する課税退職所得金額を有する場合 当該課税退職所得金額について、第24(２)

条の 2 第 2 項第 1 号の表の左欄に掲げる金額の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる割合

前年中の所得について附則第12項の規定の適用を受ける場合 1 0 0分の50(３)

前年中の所得について附則第13項の 7 の規定の適用を受ける場合 1 0 0分の60(４)

前年中の所得について附則第11項の 5 、附則第13項、附則第14項又は法附則第35条の 4第 1 項の(５)

規定の適用を受ける場合 1 0 0分の75

6 の10の 2 平成26年度から平成50年度までの各年度分の個人の県民税についての第24条の 2及び前項

（これらの規定を次項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定の適用については、第

24条の 2 第 2 項第 1号の表中「1 0 0分の85」とあるのは「1 0 0分の84.895」と、「1 0 0分の80」とあ
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るのは「1 0 0分の79.79」と、「1 0 0分の70」とあるのは「1 0 0分の69.58」と、「1 0 0分の67」と

あるのは「1 0 0分の66.517」と、「1 0 0分の57」とあるのは「1 0 0分の56.307」と、「1 0 0分の50」

とあるのは「1 0 0分の49.16」と、前項第 3 号中「1 0 0分の50」とあるのは「1 0 0分の49.16」と、

同項第 4 号中「1 0 0分の60」とあるのは「1 0 0分の59.37」と、同項第 5 号中「1 0 0分の75」とある

のは「1 0 0分の74.685」とする。

（寄附金税額控除の対象となる寄附金の特例）

6 の11 租税特別措置法第 4 条の 5第 1 項の規定の適用がある場合における第24条の 2 及び附則第 6 項

の10の規定の適用については、第24条の 2第 1 項各号列記以外の部分及び第 2 項並びに附則第 6 項の

10中「掲げる寄附金」とあるのは、「掲げる寄附金（租税特別措置法第 4条の 5 第 1 項の規定の適用

を受けた同項に規定する利子等の金額のうち当該寄附金の支出に充てられたものとして施行令で定め

るところにより計算した金額に相当する部分を除く。）」とする。

附則第13項の 4 中「又は第37条の 9の 2 から第37条の 9 の 5 まで」を「、第37条の 9 の 4 又は第37条

の 9 の 5 」に改める。

附則第14項の 2 の25中「上場株式等（同法第37条の11の 3第 2 項に規定する上場株式等をいう。）」

を「株式等」に改める。

附則第25項の前の見出し中「延長」を「延長等」に改め、同項を次のように改める。

25 その有していた家屋でその居住の用に供していたものが東日本大震災（平成23年 3月11日に発生し

た東北地方太平洋沖地震及びこれに伴う原子力発電所の事故による災害をいう。）により滅失（震災

特例法第11条の 6 第 1 項に規定する滅失をいう。以下この項及び次項において同じ。）をしたことに

よってその居住の用に供することができなくなった県民税の所得割の納税義務者が、当該滅失をした

当該家屋の敷地の用に供されていた土地等（同項に規定する土地等をいう。次項において同じ。）の

譲渡（震災特例法第11条の 4 第 6 項に規定する譲渡をいう。次項において同じ。）をした場合には、

次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句として、

附則第 6 項の 3 又は附則第13項から附則第13項の 8までの規定を適用する。

附則第 6 項の 第31条の 3 第31条の 3（東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時

3 第 2 号イ 特例に関する法律（平成23年法律第29号）第11条の 6第 1 項の規

定により適用される場合を含む。）

附則第13項 第35条第 1 項 第35条第 1項（東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨

時特例に関する法律第11条の 6第 1 項の規定により適用される場

合を含む。）

同法第31条第 1 租税特別措置法第31条第 1項

項
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附則第13項の 第34条の 3まで、第35条（東日本大震災の被災者等に係る国税関

4 係法律の臨時特例に関する法律第11条の 6第 1 項の規定により適

用される場合を含む。）、第35条の 2、第36条の 2 若しくは第36

条の 5（これらの規定が東日本大震災の被災者等に係る国税関係

法律の臨時特例に関する法律第11条の 6第 1 項の規定により適用

される場合を含む。）

附則第13項の 租税特別措置法 東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する

5 第31条の 3 第 1 法律第11条の 6第 1 項の規定により適用される租税特別措置法第

項 31条の 3第 1 項

附則第13項の 第35条第 1 項 第35条第 1項（東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨

7 時特例に関する法律第11条の 6第 1 項の規定により適用される場

合を含む。）

同法第32条第 1 租税特別措置法第32条第 1項

項

附則第25項の次に次の 1 項を加える。

25の 2 その有していた家屋でその居住の用に供していたものが東日本大震災により滅失をしたことに

よってその居住の用に供することができなくなった県民税の所得割の納税義務者（以下この項におい

て「被相続人」という。）の相続人（震災特例法第11条の 6第 2 項に規定する相続人をいう。以下こ

の項において同じ。）が、当該滅失をした旧家屋（同条第 2項に規定する旧家屋をいう。以下この項

において同じ。）の敷地の用に供されていた土地等の譲渡をした場合（当該譲渡の時までの期間当該

土地等を当該相続人の居住の用に供する家屋の敷地の用に供していない場合に限る。）における当該

土地等（当該土地等のうちにその居住の用に供することができなくなった時の直前において旧家屋に

居住していた者以外の者が所有していた部分があるときは、当該土地等のうち当該部分以外の部分に

係るものに限る。以下この項において同じ。）の譲渡については、当該相続人は、当該旧家屋を当該

被相続人がその取得をした日として施行令で定める日から引き続き所有していたものと、当該直前に

おいて当該旧家屋の敷地の用に供されていた土地等を所有していたものとそれぞれみなして、前項の

規定により読み替えられた附則第 6 項の 3、附則第13項、附則第13項の 4 、附則第13項の 5 又は附則

第13項の 7 の規定を適用する。

附則第26項中「前項の規定は、同項」を「前 2項の規定は、これら」に改め、「、前項」を「、これ

ら」に改める。

附則第28項及び附則第28項の 2 を次のように改める。

28 県民税の所得割の納税義務者が前年分の所得税につき震災特例法第13条第 1項の規定の適用を受け

第35条の 2まで、

第36条の 2、第

36条の 5
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た場合における附則第 6 項の 3 、附則第 6項の 6 及び附則第 6 項の 7 の規定の適用については、次の

表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、同表の右欄に掲げる字句とする。

附則第 6 項の 租税特別措置法 東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する

3 第41条又は第41 法律（平成23年法律第29号）第13条第 1項の規定により読み替え

条の 2 の 2 て適用される租税特別措置法第41条又は同項の規定により適用さ

れる租税特別措置法第41条の 2の 2

附則第 6 項の 租税特別措置法 東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する

3 第 1 号 第41条第 2 項か 法律第13条第 1項の規定により読み替えて適用される租税特別措

ら第 4 項まで若 置法第41条第 2項から第 4 項まで若しくは東日本大震災の被災者

しくは第41条の 等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律第13条第 1項の規

2 定により適用される租税特別措置法第41条の 2

附則第 6 項の 租税特別措置法 東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する

3 第 3 号 第41条、第41条 法律第13条第 1項の規定により読み替えて適用される租税特別措

の 2 の 2 、 置法第41条、同項の規定により適用される租税特別措置法第41条

の 2の 2 若しくは租税特別措置法

附則第 6 項の 租税特別措置法 東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する

6 第41条又は第41 法律第13条第 1項の規定により読み替えて適用される租税特別措

条の 2 の 2 置法第41条又は同項の規定により適用される租税特別措置法第41

条の 2の 2

附則第 6 項の 租税特別措置法 東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する

6 第 1 号 第41条第 2 項か 法律第13条第 1項の規定により読み替えて適用される租税特別措

ら第 5 項まで若 置法第41条第 2項から第 5 項まで若しくは第10項から第12項まで

しくは第10項か 若しくは東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例

ら第12項まで若 に関する法律第13条第 1項の規定により適用される租税特別措置

しくは第41条の 法第41条の 2

2

附則第 6 項の 租税特別措置法 東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する

6 第 2 号 第41条、第41条 法律第13条第 1項の規定により読み替えて適用される租税特別措

の 2 の 2 、 置法第41条、同項の規定により適用される租税特別措置法第41条

の 2の 2 若しくは租税特別措置法
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附則第 6 項の 租税特別措置法 東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する

7 第 2 号 第41条の 2 の 2 法律第13条第 1項の規定により適用される租税特別措置法第41条

の 2の 2

28の 2 県民税の所得割の納税義務者が前年分の所得税につき震災特例法第13条第 3項若しくは第 4 項

又は第13条の 2 第 1 項から第 6 項までの規定の適用を受けた場合における附則第 6項の 3 及び附則第

6 項の 6 の規定の適用については、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、同表の

右欄に掲げる字句とし、附則第 6 項の 8の 2 の規定は、適用しない。

附則第 6 項の 又は阪神・淡路 、阪神・淡路大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に

3 第 1 号 大震災の被災者 関する法律（平成 7年法律第11号）第16条第 1 項から第 3 項まで

等に係る国税関 又は東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関

係法律の臨時特 する法律（平成23年法律第29号）第13条第 3項若しくは第 4 項若

例に関する法律 しくは第13条の 2第 1 項から第 6 項まで

（平成 7 年法律

第11号）第16条

第 1 項から第 3

項まで

住宅借入金等の 住宅借入金等の金額（東日本大震災の被災者等に係る国税関係法

金額 律の臨時特例に関する法律第13条第 3項又は第 4 項の規定の適用

を受ける者の有する平成23年から平成27年までの居住年に係る同

条第 5項第 1 号に規定する新規住宅借入金等の金額を除く。）

当該金額 当該住宅借入金等の金額

これらの規定 租税特別措置法第41条第 2 項から第 4 項まで若しくは第41条の

2 、阪神・淡路大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例

に関する法律第16条第 1項から第 3 項まで又は東日本大震災の被

災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律第13条第 3項

若しくは第 4項若しくは第13条の 2 第 1 項から第 6 項までの規定

計算した同項 計算した租税特別措置法第41条第 1項

附則第 6 項の 又は阪神・淡路 、阪神・淡路大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に
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6 第 1 号 大震災の被災者 関する法律第16条第 1項から第 3 項まで又は東日本大震災の被災

等に係る国税関 者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律第13条第 3項若

係法律の臨時特 しくは第 4項若しくは第13条の 2 第 1 項から第 6 項まで

例に関する法律

第16条第 1 項か

ら第 3 項まで

附則第28項の 2 の次に次の 1 項を加える。

28の 3 前項の場合において、当該納税義務者が平成26年から平成29年までの居住年に係る租税特別措

置法第41条第 1 項に規定する住宅借入金等（居住年が平成26年である場合には、その同項に規定する

居住日が平成26年 4 月 1 日から同年12月31日までの期間内の日であるものに限る。）の金額を有する

ときは、前項の規定により読み替えて適用される附則第 6項の 6 中「1 0 0分の 2 」とあるのは「1 0 0

分の2 . 8」と、「 3 万9,000円」とあるのは「 5 万4,600円」とする。

第 2 条 和歌山県税条例の一部を次のように改める。

第 4 条の 2 第 2 項第 1 号イ中「利子等」の次に「（法第23条第 1項第14号に規定する利子等をいう。

第 2 章第 1 節において同じ。）」を加え、同号ウ中「所得税法（昭和40年法律第33号）第24条第 1項に

規定する配当等で租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第 9条の 3 各号に掲げるもの」を「租税特別

措置法（昭和32年法律第26号）第 8条の 4 第 1 項に規定する上場株式等の配当等及び同法第41条の12の

2 第 1 項各号に掲げる償還金に係る同条第 6項第 3 号に規定する差益金額」に改め、同号エ中「特定株

式等譲渡所得金額（租税特別措置法第37条の11の 4第 2 項に規定する源泉徴収選択口座内調整所得金額」

を「特定株式等譲渡対価等（租税特別措置法第37条の11の 4第 1 項に規定する源泉徴収選択口座（以下

この号及び第36条の18において「選択口座」という。）に係る同法第37条の11の 3第 1 項に規定する特

定口座内保管上場株式等の同法第37条の12の 2第 2 項に規定する譲渡の対価又は当該選択口座において

処理された同法第37条の11の 3第 2 項に規定する上場株式等の同項に規定する信用取引等に係る同法第

37条の11の 4 第 1 項に規定する差金決済に係る差益に相当する金額」に改める。

第18条第 1 項第 5 号中「受ける者」を「受ける個人」に改め、同項第 7号を次のように改める。

特定株式等譲渡対価等の支払を受ける個人で当該特定株式等譲渡対価等の支払を受けるべき日の(７)

属する年の 1 月 1 日現在において県内に住所を有するもの

第21条第 2 項中「それぞれ所得税法」の次に「（昭和40年法律第33号）」を加える。

第24条の 4 中「記載した特定株式等譲渡所得金額」の次に「（租税特別措置法第37条の11の 4第 2 項

に規定する源泉徴収選択口座内調整所得金額をいう。以下この条及び第36条の15において同じ。）」を

加える。

第36条の12中「又は租税特別措置法」を「、租税特別措置法」に改め、「の配当等」という。）」の

次に「又は同法第41条の12の 2 第 3項に規定する特定割引債の償還金に係る差益金額（次条において「

償還金に係る差益金額」という。）」を加える。

第36条の13第 1 項中「又は上場株式等の配当等」を「、上場株式等の配当等又は償還金に係る差益金
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額」に改める。

第36条の15第 2 項を削る。

第36条の18中「当該選択口座に係る特定口座内保管上場株式等の譲渡の対価又は当該選択口座におい

て処理された上場株式等の信用取引等に係る差金決済に係る差益に相当する金額」を「特定株式等譲渡

対価等」に、「譲渡の対価又は当該差金決済に係る差益に相当する金額」を「特定株式等譲渡対価等」

に改める。

第36条の19第 1 項中「当該特別徴収義務者が開設している選択口座においてその年中に行われた当該

選択口座に係る特定口座内保管上場株式等の譲渡又は当該選択口座において処理された上場株式等の信

用取引等に係る差金決済（第 3 項において「対象譲渡等」という。）により特定株式等譲渡所得金額が

生じたときは、当該譲渡の対価又は当該差金決済に係る差益に相当する金額」を「特定株式等譲渡対価

等」に改め、同条第 3 項中「当該特別徴収義務者が開設している選択口座においてその年中に行われた

対象譲渡等により、当該対象譲渡等に係る租税特別措置法第37条の11の 4第 2 項に規定する源泉徴収口

座内通算所得金額が同項に規定する源泉徴収口座内直前通算所得金額に満たないこととなった」を「租

税特別措置法第37条の11の 4第 3 項に規定する」に、「当該選択口座に係る個人に対して当該」を「同

項に規定する」に改める。

附則第 6 項の10中「附則第14項」の次に「、附則第14項の 2」を加える。

附則第11項の 5 の前の見出し中「配当所得」を「配当所得等」に改め、同項中「及び次項」及び「お

いて、当該上場株式等の配当等の支払を受けるべき年の翌年の 4月 1 日の属する年度分の県民税につい

て当該上場株式等の配当等に係る配当所得につきこの項の規定の適用を受けようとする旨の記載のある

法第32条第13項に規定する申告書を提出したとき」を削り、「配当所得について」を「利子所得及び配

当所得について」に、「配当所得の金額（以下」を「利子所得の金額及び配当所得の金額として施行令

で定めるところにより計算した金額（以下」に、「上場株式等に係る配当所得の金額」を「上場株式等

に係る配当所得等の金額」に、「課税配当所得」を「課税配当所得等」に改める。

附則第11項の 6 中「県民税」を「前項の規定のうち、租税特別措置法第 8条の 4 第 2 項に規定する特

定上場株式等の配当等（以下この項において「特定上場株式等の配当等」という。）に係る配当所得に

係る部分は、県民税の所得割の納税義務者が当該特定上場株式等の配当等の支払を受けるべき年の翌年

の 4 月 1 日の属する年度分の県民税について当該特定上場株式等の配当等に係る配当所得につき前項の

規定の適用を受けようとする旨の記載のある法第32条第13項に規定する申告書を提出した場合に限り適

用するものとし、県民税」に、「上場株式等の配当等」を「特定上場株式等の配当等」に改め、「の金

額」を削る。

附則第14項の見出し中「株式等」を「一般株式等」に改め、同項中「株式等に」を「一般株式等に」

に改め、「当該県民税の所得割の納税義務者が特定株式等譲渡所得金額に係る所得を有する場合には、

当該特定株式等譲渡所得金額に係る所得の金額（法第32条第15項の規定により同条第14項の規定の適用

を受けないものを除く。）を除外して算定するものとする。」を削り、「附則第35条の 2 第 5 項第 3号」

を「附則第35条の 2 第 4 項第 3 号」に改める。

附則第14項の 2 及び附則第14項の 2 の 2を次のように改める。
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（上場株式等に係る譲渡所得等に係る県民税の課税の特例）

14の 2 当分の間、県民税の所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置法第37条の11第 1項に規定す

る上場株式等に係る譲渡所得等を有する場合には、当該上場株式等に係る譲渡所得等については、第

21条及び第23条の規定にかかわらず、他の所得と区分し、前年中の当該上場株式等に係る譲渡所得等

の金額として施行令で定めるところにより計算した金額（当該県民税の所得割の納税義務者が特定株

式等譲渡所得金額に係る所得を有する場合には、当該特定株式等譲渡所得金額に係る所得の金額（法

第32条第15項の規定により同条第14項の規定の適用を受けないものを除く。）を除外して算定するも

のとする。以下この項において「上場株式等に係る譲渡所得等の金額」という。）に対し、上場株式

等に係る課税譲渡所得等の金額（上場株式等に係る譲渡所得等の金額（法附則第35条の 2の 2 第 4 項

において準用する法附則第35条の 2第 4 項第 3 号の規定により読み替えて適用される第22条の規定の

適用がある場合には、その適用後の金額）をいう。）の1 0 0分の 2 に相当する金額に相当する県民税

の所得割を課する。

14の 2 の 2 削除

附則第14項の 2 の 3 中「第37条の10の 2第 1 項」を「第37条の11の 2 第 1 項」に、「特定管理株式（」

を「特定管理株式等（」に、「特定管理株式」」を「特定管理株式等」」に、「又は同項」を「、同項」

に、「が株式」を「又は同項に規定する特定口座内公社債（以下この項において「特定口座内公社債」

という。）が株式又は同法第37条の10第 2項第 7 号に規定する公社債」に、「同条第 1 項各号」を「同

法第37条の11の 2 第 1 項各号」に、「特定管理株式又は特定保有株式の譲渡（金融商品取引法（昭和23

年法律第25号）第28条第 8項第 3 号イに掲げる取引の方法により行うものを除く。以下この項及び次項

において同じ。）」を「特定管理株式等、特定保有株式又は特定口座内公社債の譲渡」に、「当該特定

管理株式又は特定保有株式の譲渡を」を「附則第14項の 2 の10に規定する上場株式等の譲渡を」に、「

附則第14項、次項及び附則第14項の 2の 5 」を「附則第14項の 2 、次項、附則第14項の 2 の 5 、附則第

14項の 2 の 9 から附則第14項の 2の11まで、附則第14項の 2 の17及び附則第14項の 2 の18」に改める。

附則第14項の 2 の 4 中「第37条の10の 2第 1 項」を「第37条の11の 2 第 1 項」に、「特定管理株式」

を「特定管理株式等」に、「これに類するものとして施行令で定めるものを含む」を「同法第37条の11

の 2 第 2 項に規定する譲渡をいう」に、「及び附則第14項の 2の15」を「、附則第14項の 2 の10、附則

第14項の 2 の15、附則第14項の 2 の18及び附則第14項の 2の20」に、「第14項の 2 の24及び第14項の 2

の25」を「附則第14項の 2 の25及び附則第14項の 2 の26」に改める。

附則第14項の 2 の 7 中「、次項」を削り、「配当所得の金額と当該」を「利子所得の金額及び配当所

得の金額と当該」に改め、「以外の」の次に「利子等（所得税法第23条第 1項に規定する利子等をい

う。）及び」を、「）に係る」の次に「利子所得の金額及び」を加える。

附則第14項の 2 の 8 中「源泉徴収選択口座内配当等」を「同法第37条の11の 6第 1 項に規定する源泉

徴収選択口座内配当等」に改める。

附則第14項の 2 の 9 中「平成22年度分」を「平成29年度分」に、「附則第35条の 2第 1 項後段」を「

附則第35条の 2 の 2 第 1 項後段」に、「配当所得」を「配当所得等」に改める。

附則第14項の 2 の10中「第37条の11の 3第 2 項に規定する上場株式等の譲渡のうち同法」を削り、「
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附則第35条の 2 第 1 項に規定する株式等」を「附則第35条の 2の 2 第 1 項に規定する上場株式等」に改

める。

附則第14項の 2 の15中「同条第 2 項」を「同法第37条の11の 2第 1 項」に改める。

附則第14項の 2 の17中「附則第35条の 2第 1 項後段」を「附則第35条の 2 の 2 第 1 項後段」に、「株

式等に係る譲渡所得等」を「上場株式等に係る譲渡所得等」に、「配当所得」を「配当所得等」に改め

る。

附則第14項の 2 の18中「附則第35条の 2第 1 項に規定する株式等」を「附則第35条の 2 の 2 第 1 項に

規定する上場株式等」に改める。

附則第14項の 2 の20中「、附則第14項の 2の22及び第14項の 2 の23」を「及び附則第14項の 2 の22か

ら附則第14項の 2 の24まで」に、「附則第14項の 2 の23」を「附則第14項の 2 の24」に、「。附則第14

項の 2 の22及び第14項の 2 の23」を「。附則第14項の 2 の22から附則第14項の 2 の24まで」に、「第14

項の 2 の20から第14項の 2 の23まで」を「附則第14項の 2の20から附則第14項の 2 の24まで」に改める。

附則第14項の 2 の25中「前項」を「附則第14項及び前項」に改め、同項を附則第14項の 2の26とする。

附則第14項の 2 の24中「の株式等」を「の上場株式等」に改め、同項を附則第14項の 2の25とする。

附則第14項の 2 の23中「前項」を「前 2項」に、「第37条の13の 2 第 5 項」を「第37条の13の 2 第 8

項」に、「株式等」を「一般株式等」に改め、同項を附則第14項の 2の24とする。

附則第14項の 2 の22中「金額（」の次に「前項又は」を加え、「附則第35条の 3 第 6項」を「附則第

35条の 3 第 8 項」に、「株式等に係る譲渡所得等の金額を限度として、当該株式等」を「一般株式等に

係る譲渡所得等の金額及び附則第14項の 2に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額（前項の規定

の適用がある場合には、その適用後の金額。以下この項において同じ。）を限度として、当該一般株式

等に係る譲渡所得等の金額及び上場株式等」に改め、同項を附則第14項の 2 の23とする。

附則第14項の 2 の21の次に次の 1 項を加える。

14の 2 の22 県民税の所得割の納税義務者の特定株式に係る譲渡損失の金額は、当該特定株式に係る譲

渡損失の金額の生じた年の末日の属する年度の翌年度分の法第45条の 2第 1 項又は第 3 項の規定によ

る申告書（その提出期限後において県民税の納税通知書が送達される時までに提出されたもの及びそ

の時までに提出された法第45条の 3第 1 項の確定申告書を含む。）に当該特定株式に係る譲渡損失の

金額の控除に関する事項について記載があるとき（これらの申告書にその記載がないことについてや

むを得ない理由があると市町村長が認めるときを含む。）に限り、法附則第35条の 2第 1 項後段の規

定にかかわらず、当該納税義務者の附則第14項の 2 に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額を

限度として、当該上場株式等に係る譲渡所得等の金額の計算上控除する。

附 則

（施行期日）

1 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施

行する。

第 1 条中附則第 5 項の 5 の改正規定、附則第 6項の 3 第 2 号ウの改正規定（「第10条の 5 」を「第(１)

10条の 5 の 4 」に改める部分に限る。）、同項第 3号及び附則第 6 項の 6 第 2 号の改正規定、附則第
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6 項の 9 の次に 3 項を加える改正規定（附則第 6 項の10の 2 に係る部分に限る。）、附則第13項の 4

及び附則第25項の改正規定、同項の次に 1 項を加える改正規定並びに附則第26項の改正規定並びに第

3項及び第 5 項の規定 平成26年 1 月 1 日

第 1 条中附則第 6 項の 2 第 3 号の改正規定、附則第 6項の 3各号列記以外の部分及び同項第 1 号の(２)

改正規定、附則第 6 項の 6 の改正規定（同項第 2号に係る部分を除く。）、附則第 6 項の 8 の次に 1

項を加える改正規定、附則第14項の 2の25、附則第28項及び附則第28項の 2 の改正規定並びに同項の

次に 1 項を加える改正規定並びに第 4 項の規定 平成27年 1 月 1 日

第 2 条（次号に掲げる改正規定を除く。）及び第 6 項から第 8 項までの規定 平成28年 1 月 1 日(３)

第 2 条中附則第 6 項の10、附則第11項の 5、附則第11項の 6 及び附則第14項の改正規定、附則第14(４)

項の 2 及び附則第14項の 2 の 2 の改正規定、附則第14項の 2の 3 、附則第14項の 2 の 4 、附則第14項

の 2 の 7 、附則第14項の 2 の 9 、附則第14項の 2の10、附則第14項の 2 の15、附則第14項の 2 の17、

附則第14項の 2 の18、附則第14項の 2 の20及び附則第14項の 2 の25の改正規定、同項を附則第14項の

2 の26とする改正規定、附則第14項の 2の24の改正規定、同項を附則第14項の 2 の25とする改正規定、

附則第14項の 2 の23の改正規定、同項を附則第14項の 2 の24とする改正規定、附則第14項の 2の22の

改正規定、同項を附則第14項の 2 の23とする改正規定並びに附則第14項の 2の21の次に 1 項を加える

改正規定並びに第 9 項、第11項及び第12項の規定 平成29年 1 月 1 日

（県民税に関する経過措置）

2 別段の定めがあるものを除き、第 1条の規定による改正後の和歌山県税条例（以下「新条例」とい

う。）の規定中個人の県民税に関する部分は、平成25年度以後の年度分の個人の県民税について適用し、

平成24年度分までの個人の県民税については、なお従前の例による。

3 新条例附則第 6 項の10の 2 の規定は、平成26年度以後の年度分の個人の県民税について適用し、平成

25年度分までの個人の県民税については、なお従前の例による。

4 新条例附則第14項の 2 の25の規定は、平成27年度以後の年度分の個人の県民税について適用する。

5 新条例附則第25項の 2 の規定は、県民税の納税義務者が平成25年 1 月 1 日以後に行う同項に規定する

土地等の譲渡について適用する。

6 第 1 項第 3 号に掲げる規定による改正後の和歌山県税条例（以下「28年新条例」という。）の規定中

県民税の利子割に関する部分は、平成28年 1 月 1 日以後に支払を受けるべき28年新条例第 4 条の 2 第 2

項第 1号イに規定する利子等について適用し、同日前に支払を受けるべき第 1 項第 3 号に掲げる規定に

よる改正前の和歌山県税条例（以下「28年旧条例」という。）第 4条の 2 第 2 項第 1号イに規定する利

子等については、なお従前の例による。

7 28年新条例の規定中県民税の配当割に関する部分は、平成28年 1 月 1 日以後に支払を受けるべき28年

新条例第 4 条の 2 第 2 項第 1号ウに規定する特定配当等について適用し、同日前に支払を受けるべき28

年旧条例第 4条の 2 第 2 項第 1号ウに規定する特定配当等については、なお従前の例による。

8 28年新条例の規定中県民税の株式等譲渡所得割に関する部分は、平成28年 1 月 1 日以後に行われる28

年新条例第 4 条の 2 第 2 項第 1号エに規定する特定口座内保管上場株式等の譲渡について適用し、同日

前に行われた28年旧条例第18条第 1項に規定する特定口座内保管上場株式等の譲渡については、なお従
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前の例による。

9 第 1 項第 4 号に掲げる規定による改正後の和歌山県税条例（以下「29年新条例」という。）の規定中

個人の県民税に関する部分は、平成29年度以後の個人の県民税について適用し、平成28年度分までの個

人の県民税については、なお従前の例による。

（罰則に関する経過措置）

10 この条例（第 1 項各号に掲げる規定にあっては、当該規定。以下この項において同じ。）の施行前に

した行為及びこの附則の規定によりなお従前の例によることとされる県税に係るこの条例の施行後にし

た行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。

（和歌山県税条例の一部を改正する条例の一部改正）

11 和歌山県税条例の一部を改正する条例（平成20年和歌山県条例第38号）の一部を次のように改正する。

附則第 3 項中「30日」と」の次に「、「附則第14項」とあるのは「和歌山県税条例の一部を改正する

条例（平成25年和歌山県条例第37号）第 2条の規定による改正後の和歌山県税条例（以下この項におい

て「新条例」という。）附則第14項又は附則第14項の 2」と、「同項に規定する株式等に係る譲渡所得

等の金額」とあるのは「新条例附則第14項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額（以下この項

において「一般株式等に係る譲渡所得等の金額」という。）又は新条例附則第14項の 2に規定する上場

株式等に係る譲渡所得等の金額（以下この項において「上場株式等に係る譲渡所得等の金額」という。）」

と、「当該株式等に係る譲渡所得等の金額」とあるのは「一般株式等に係る譲渡所得等の金額又は上場

株式等に係る譲渡所得等の金額」と」を加える。

（和歌山県税条例の一部を改正する条例の一部改正に伴う経過措置）

12 前項の規定による改正後の和歌山県税条例の一部を改正する条例附則第 3項の規定によりなお効力を

有するものとして読み替えて適用される同条例の規定による改正前の和歌山県税条例附則第14項の 2の

25の規定は、平成29年度以後の年度分の個人の県民税について適用し、平成28年度分までの個人の県民

税については、なお従前の例による。

和歌山県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平 成 2 5 年 7 月 5 日

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸

和歌山県条例第 3 8 号

和歌山県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例

和歌山県の事務処理の特例に関する条例（平成11年和歌山県条例第38号）の一部を次のように改正する。

第 2 条第 1 項の表 7 の項 及び 中「第14条第 3 項」を「第14条第 4 項」に改め、同項 中「及び第 2(２) (３) (５)

項」を「、第 2 項及び第 3 項」に改め、同項 中「第16条第 1 項」の次に「（法第24条の 4 において準用(７)

(28) (27) (31) (28) (32) (25) (27)する場合を含む。）」を加え、同項 中「 」を「 」に改め、同項 を同項 とし、同項 から同項

までを同項 から同項 までとし、同項 中「 」を「 」に改め、同項 を同項 とし、同項 中「 」(29) (31) (24) (21) (25) (24) (28) (23) (21)

を「 」に改め、同項 を同項 とし、同項 中「 」を「 」に改め、同項 を同項 とし、同項 か(25) (23) (27) (22) (21) (25) (22) (26) (19)

(21) (23) (25) (13) (18) (16) (21) (21)ら同項 までを同項 から同項 までとし、同項 から同項 までを同項 から同項 までとし、同項
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の次に次のように加える。

法第41条の 2 の規定による通報の受理(22)

第 2 条第 1 項の表 7 の項 中「命令」の次に「並びに同条第 3 項の規定による命令又は勧告」を加え、(12)

同項 を同項 とし、同項 中「第24条第 1 項」の次に「（法第24条の 4 において準用する場合を含(12) (15) (11)

む。）」を加え、同項 を同項 とし、同項 の次に次のように加える。(11) (12) (12)

法第24条の 2 の規定による届出の受理(13)

法第24条の 3 の規定による届出の受理(14)

第 2 条第 1 項の表 7 の項 中「第23条第 1 項」及び「同条第 3 項」の次に「（法第24条の 4 において準(10)

用する場合を含む。）」を加え、同項 を同項 とし、同項 の次に次のように加える。(10) (11) (９)

法第22条の 6 第 2 項の規定による届出の受理及び同条第 3 項の規定による命令(10)

第 2 条第 1 項の表中38の項を削り、39の項を38の項とし、40の項から79の項までを 1 項ずつ繰り上げ、

同条第 2 項中「58の項 」を「57の項 」に改める。(３) (３)

附 則

この条例は、平成25年 9 月 1 日から施行する。ただし、第 2 条第 1 項の表中38の項を削り、39の項を38

の項とし、40の項から79の項までを 1 項ずつ繰り上げる改正規定及び同条第 2 項の改正規定は、公布の日

から施行する。

和歌山県動物の愛護及び管理に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平 成 2 5 年 7 月 5 日

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸

和歌山県条例第 3 9 号

和歌山県動物の愛護及び管理に関する条例の一部を改正する条例

和歌山県動物の愛護及び管理に関する条例（平成11年和歌山県条例第41号）の一部を次のように改正す

る。

第 2 条第 1 号中「ほ乳類」を「哺乳類」に改める。

第13条中「第24条第 1 項」の次に「（法第24条の 4 において読み替えて準用する場合を含む。）」を、

「若しくは」の次に「法」を加える。

第15条第 1 項中「同条第 2 項」を「同条第 3 項」に、「ねこ」を「猫」に改める。

第16条第 4 項中「第35条第 2 項」を「第35条第 3 項」に、「ねこ」を「猫」に改める。

第17条中「第35条第 2 項」を「第35条第 3 項」に、「ねこ」を「猫」に改める。

第19条中「等又は」の次に「法」を加える。

附 則

この条例は、平成25年 9 月 1 日から施行する。ただし、第 2 条の改正規定、第13条の改正規定（「若し

くは」の次に「法」を加える部分に限る。）、第15条の改正規定（「ねこ」を「猫」に改める部分に限

る。）、第16条の改正規定（「ねこ」を「猫」に改める部分に限る。）、第17条の改正規定（「ねこ」を

「猫」に改める部分に限る。）及び第19条の改正規定は、公布の日から施行する。
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附属機関の設置等に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平 成 2 5 年 7 月 5 日

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸

和歌山県条例第 4 0 号

附属機関の設置等に関する条例の一部を改正する条例

附属機関の設置等に関する条例（昭和28年和歌山県条例第 2 号）の一部を次のように改正する。

第 2 条第 1 項の表和歌山県次世代育成支援対策地域協議会の項の次に次のように加える。

和歌山県子ども・子育て会議 子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第62条第 1 項の計画

及び子ども・子育て支援対策の推進についての重要事項の調査審議

に関する事務

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

和歌山県道路占用料徴収条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平 成 2 5 年 7 月 5 日

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸

和歌山県条例第 4 1 号

和歌山県道路占用料徴収条例の一部を改正する条例

和歌山県道路占用料徴収条例（昭和28年和歌山県条例第 7 号）の一部を次のように改正する。

「

「

令第 7 条第 看板（アー 一時的に設 表示面積 1 平 200 99

1 号に掲げ チ で あ る けるもの 方メートルに

る物件 も の を 除 つき 1 月

く。）

その他のも 表示面積 1 平 2,000 990

の 方メートルに

つき 1 年

標識 1 本につき 1 800 650

年
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旗ざお 祭礼、縁日 1 本につき 1 20 10

その他の催 日

しに際し、

一時的に設

けるもの

その他のも 1 本につき 1 200 99

の 月

幕（令第 7 祭礼、縁日 その面積 1 平 20 10

条第 2 号に その他の催 方メートルに

掲げる工事 しに際し、 つき 1 日

用施設であ 一時的に設

るものを除 けるもの

く。）

その他のも その面積 1 平 200 99

の 方メートルに

つき 1 月

アーチ 車道を横断 1 基につき 1 2,000 990

するもの 月

その他のも 1,000 490

の

令第 7 条第 2 号に掲げる工事用施設及 占用面積 1 平 200 99

び同条第 3 号に掲げる工事用材料 方メートルに

つき 1 月

令第 7 条第 4 号に掲げる仮設建築物及 100 82

び同条第 5 号に掲げる施設

令第 7 条第 トンネルの上又は高架の 占用面積 1 平 Ａに0.016 Ａに0.02を
別表中 を

6 号に掲げ 道路の路面下に設けるも 方メートルに を乗じて得 乗じて得た

る施設 の つき 1 年 た額 額

上空に設けるもの Ａに0.02を乗じて得た額
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その他のもの Ａに0.028を乗じて得た

額

令第 7 条第 建築物 Ａに0.016 Ａに0.02を

7 号に掲げ を乗じて得 乗じて得た

る施設 た額 額

その他のもの Ａに0.011 Ａに0.014

を乗じて得 を乗じて得

た額 た額

令第 7 条第 建築物 Ａに0.02を乗じて得た額

8 号に掲げ

る施設及び その他のもの Ａに0.011 Ａに0.014

自動車駐車 を乗じて得 を乗じて得

場 た額 た額

令第 7 条第 トンネルの上又は高架の Ａに0.016 Ａに0.02を

9 号に掲げ 道路の路面下に設けるも を乗じて得 乗じて得た

る応急仮設 の た額 額

建築物

上空に設けるもの Ａに0.02を乗じて得た額

その他のもの Ａに0.028を乗じて得た

額

令第 7 条第10号に掲げる器具 Ａに0.028を乗じて得た

額

令第 7 条第 トンネルの上又は自動車 Ａに0.016 Ａに0.02を

11号に掲げ 専用道路（高架のものに を乗じて得 乗じて得た

る施設 限る。）の路面下に設け た額 額

るもの

上空に設けるもの Ａに0.02を乗じて得た額
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その他のもの Ａに0.028を乗じて得た

額

」

令第 7 条第 看板（アー 一時的に設 表示面積 1 平 200 99

1 号に掲げ チ で あ る けるもの 方メートルに

る物件 も の を 除 つき 1 月

く。）

その他のも 表示面積 1 平 2,000 990

の 方メートルに

つき 1 年

標識 1 本につき 1 800 650

年

旗ざお 祭礼、縁日 1 本につき 1 20 10

その他の催 日

しに際し、

一時的に設

けるもの

その他のも 1 本につき 1 200 99

の 月

幕（令第 7 祭礼、縁日 その面積 1 平 20 10

条第 4 号に その他の催 方メートルに

掲げる工事 しに際し、 つき 1 日

用施設であ 一時的に設

るものを除 けるもの

く。）

その他のも その面積 1 平 200 99

の 方メートルに
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つき 1 月

アーチ 車道を横断 1 基につき 1 2,000 990

するもの 月

その他のも 1,000 490

の

令第 7 条第 2 号に掲げる工作物 占用面積 1 平 1,000 820

方メートルに

令第 7 条第 3 号に掲げる施設 つき 1 年 Ａに0.028を乗じて得た

額

令第 7 条第 4 号に掲げる工事用施設及 占用面積 1 平 200 99

び同条第 5 号に掲げる工事用材料 方メートルに

つき 1 月

令第 7 条第 6 号に掲げる仮設建築物及 100 82

び同条第 7 号に掲げる施設 に改め、同表備考 6

令第 7 条第 トンネルの上又は高架の 占用面積 1 平 Ａに0.016 Ａに0.02を

8 号に掲げ 道路の路面下に設けるも 方メートルに を乗じて得 乗じて得た

る施設 の つき 1 年 た額 額

上空に設けるもの Ａに0.02を乗じて得た額

その他のもの Ａに0.028を乗じて得た

額

令第 7 条第 建築物 Ａに0.016 Ａに0.02を

9 号に掲げ を乗じて得 乗じて得た

る施設 た額 額

その他のもの Ａに0.011 Ａに0.014

を乗じて得 を乗じて得

た額 た額
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令第 7 条第 建築物 Ａに0.02を乗じて得た額

10号に掲げ

る施設及び その他のもの Ａに0.011 Ａに0.014

自動車駐車 を乗じて得 を乗じて得

場 た額 た額

令第 7 条第 トンネルの上又は高架の Ａに0.016 Ａに0.02を

11号に掲げ 道路の路面下に設けるも を乗じて得 乗じて得た

る応急仮設 の た額 額

建築物

上空に設けるもの Ａに0.02を乗じて得た額

その他のもの Ａに0.028を乗じて得た

額

令第 7 条第12号に掲げる器具 Ａに0.028を乗じて得た

額

令第 7 条第 トンネルの上又は自動車 Ａに0.016 Ａに0.02を

13号に掲げ 専用道路（高架のものに を乗じて得 乗じて得た

る施設 限る。）の路面下に設け た額 額

るもの

上空に設けるもの Ａに0.02を乗じて得た額

その他のもの Ａに0.028を乗じて得た

額

」

中「第 7 条第 6 号」を「第 7 条第 8 号」に、「同条第11号」を「同条第13号」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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